
協議事項33 

 

市立全日制高校について  

市立全日制高校について、協議事項として以下のとおり提案する。  

令和８年１月 15 日提出  

神戸市教育委員会事務局 

事 務 局 長  竹 森  永 敏   
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令和８年１月 

学びの推進課 

 

市立全日制高校について(現状) 

 

  更なる少子化やグローバル化の進展等を踏まえて、市立高校が育成すべき人材やその教育内容な

ど、市立全日制高校のあり方について有識者会議でも議論してきた。 

一方で、昨今議論となっている、いわゆる高校授業料の無償化については、令和８年度から、国

が公私立や世帯年収を問わず支援対象とする方針となっている。これにより私立高校への進学者増

などの影響が予想されることから、県立高校後期再編計画が来年度以降に延期されている状況であ

る。こうした国や県の動向は、市立高校の今後のあり方を検討する上で重要な課題となっている。 

 

１．「これからの市立高等学校のあり方に関する有識者会議」（2024.1～2025.2）主な意見 

・時代の変化に対応したさらなる特色化が必要 

  ・地域や企業等と連携し、神戸に根差した「文理融合型探究学習」を伸ばすべき 

  ・知識を横断的に学ぶ普通科新学科や、生徒の興味関心に応じた学びを提供できる 

   単位制へ改編の検討が必要 

  ・中高一貫教育は、私学との役割分担や意義等、全市的な視点での検討が必要 

 

２．国の高校授業料無償化制度 

 Ｒ７ Ｒ８ 

対象 公私立 私立 公立 私立 

上限額 118,800 円／年 396,000 円／年 118,800 円／年 457,000 円／年 

世帯年収 条件なし 590 万円 条件なし 条件なし 

・大阪府による無償化制度は、国の制度に加えた府独自の支援制度。 

・令和８（2026）年度以降は、所得に関わらず、府内在住者を対象に授業料無償化となる。 

 

３．市立高校への影響 

○令和８年度高等学校進学希望者数等動向調査(Ｒ７.11 月現在) 

・公立中学校卒業予定者が県内公立高校への進学を希望する割合は 76.6％（前年比△2.4％）

 

人数 割合（％） 人数 割合（％） 人数 割合（％）

43,167 − 43,060 − 107 −

33,053 76.6 34,028 79.0 △ 975 △2.4

全日制 31,840 73.8 32,667 75.9 △ 827 △ 2.1

定時制・多部制・通信制 1,213 2.8 1,361 3.2 △ 148 △ 0.4

10,114 23.4 9,032 21.0 1,082 2.4
上記以外の者

（県内私立高等学校、
その他の学校、就職等）

国公立中学校卒表予定者数

令和８年度調査
（8年3月末卒業予定者）

令和７年度調査
（7年3月末卒業予定者）

前年度比区分

県内公立高等学校
進学希望者数
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〇市立高校の希望者数の推移（令和７年度高等学校進学希望者数等調査/９月・11月） 

・市立高校は昨年度と大きな変動なく、比較的高い倍率を維持している。 

 

 

４．市立高校あり方検討の視点 

・国際都市・グローバル貢献都市である神戸において、地域密着型の探究学習や地域資源を生かし 

たグローカル教育（地域課題＋国際問題）や、ＳＴＥＡＭ教育(Science 科学、Technology 技術、

Engineering 工学、Art 芸術・リベラルアーツ、Mathematics 数学)などの神戸市立高校の強みを

より一層伸ばしていく。 

・これらの強みを生かしつつ、授業料無償化による影響を精査し、時代の変化に対応するための差 

別化・先駆性といった視点から市立高校の特色・魅力の向上に取り組んでいく。 

 


